
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

〔２００６年３月３日〕

〔辻県議〕　知事個人後援会の政治資金規正法違反の問題について伺います。

検察の冒頭陳述は「後援会では毎回の知事選で県内の各種議員へ対策費として現金を支払うなど多額の出費が必要で、支出は激戦の時は数億円、無風の時でも数千万円にのぼった。政治資金収支報告書には記載していなかった」と述べています。また、「知事選を含めた活動で、領収書をとれない支出のための裏金に使った」と木原事務局長が供述しています。事件の本質はまさに政治と金の問題であります。「裏金」や8,300万円の使途不明金の行方、各種議員への対策費の疑惑が徹底的に解明されなければ県政への信頼は回復されません。

知事は事態を「非常に重たく受け止め、真正面から取り組んでいかなければならない問題」だとし、事務局長への問い合わせや面談などおこなっています。しかし、真相は全く解明されていません。事の次第では、知事の地位に関わる重大な事態に発展する可能性があります。自らの進退をかけるほどの決意で解明にあたらなくてはなりません。事務局長への問い合わせや面談以外にこれまで、どの様な解明努力をしてきたのかまず、お尋ねします。

また、知事あなたは、個人後援会や県政懇話会、自民党藤友支部の選挙に関わる活動や資金運用、これまで指摘されている事項や疑惑について、さらに各種議員との関わりも含め自ら調査し、事実関係を県民に明らかにすべきと考えますが、お答えください。併せて、知事あなたは、検察から事情聴取を受けていますが、その内容をお答えください。

県議会にも疑惑がかけられており蓋をしてはなりません。議員も襟を正し、議会として自浄能力を発揮しなくてはなりません。平成５年の県知事選挙にさかのぼって議会として真相解明の組織を立ち上げるとともに、県議自身も県知事選挙で指摘されている「裏金」に関わったのか、そうでないのか、県民に明らかにすることを求めるものであります。

日本共産党は企業・団体献金禁止を求め、政党助成金も拒否をしている政党です。これまで、知事に疑惑解明の申し入れを２度行い、議長にも行ってきました。清潔な政治へと、これからも、力を尽くすものです。

〔知事〕　まず，これまでの解明努力についてでございます。この問題が発生して以来，関係する政治団体の収支報告書，検察当局の起訴状や冒頭陳述に関する資料を入手致しまして目を通して参りましたが，今回の問題の事実関係の解明に当たっては，後援会の事務局長に面談して聴取することが最も重要と考え，これまで，３回面談を致したところでございます。
　現時点においては，何度繰り返し尋ねても，事務局長からは謝罪並びに関係する政治団体の役職を全て辞したい旨の申し出のみで，それ以上の話を聞くことができておりません。
　次に，事実解明に向けた今後の対応等についてでございます。

　検察の方とお話をした際には，父の秘書時代から現在に至る経緯，後援会の事務局長に関する過去の記憶等，ご質問に対し率直に事実をお話致しました。
　今後の対応につきましては，引き続き事務局長との面談を重ね，事実関係の聴取に粘り強く取り組んで参りたいと考えております。
〔辻県議〕　米軍岩国基地の増強計画について伺います。

　小泉首相は、米軍再編について昨年１０月「地元の自治体と事前に協議し了承をもらったら米側と交渉する」といっていました。しかし、事前の相談どころか、この政府約束も反故にし、地元の声も無視して、日米合意を押し付けようとしています。

米軍基地増強計画に共通していることは、在日米４軍―陸海空・海兵隊の海外への『なぐりこみ』機能を一段と強化することにあります。米軍と自衛隊が軍事一体化し、地球的規模で展開するところに、米軍再編の本質があります。

　米軍岩国基地再編で、岩国基地には厚木基地から米空母艦載機５７機が移駐し、軍用ジェット機だけでも９０機をこえ、自衛隊機を含めて約１３０機体制となり、世界一の密集度を持つ基地となります。

硫黄島で行うNLPの直前には、神奈川県厚木基地で参加兵士による激しい離発着訓練が行われ、すさまじい騒音が市民生活を直撃しています。移転後には岩国基地で同様に行われ、岩国や県西部の大竹市、廿日市市などへの騒音の激化は必至です。世界遺産である厳島神社周辺への影響も例外ではありません。県北地方で県民を脅かしている米軍機による低空飛行などの訓練も激増する懸念も払拭されていません。

　　知事、あなたは米軍岩国基地増強について、「県民の安全や安心を脅かすような懸念が払拭されるよう、国に対し働きかける」と所信を表明し、さらに「現時点では、中間報告の内容を容認できる状況にない」とはっきりと反対の姿勢を示しています。知事、あなたが抱く懸念が払拭されない場合、岩国基地への米軍増強は受け入れないことを、貫くべきだと考えますがお答えください。

〔知事〕　日米安全保障協議委員会による中間報告においては，岩国基地への米空母艦載の移転が盛り込まれておりますが，これまでの政府からの説明や回答では，騒音被害をはじめ県民の生活や環境に与える影響などの懸念は，払拭されておりません。

　現時点においては，中間報告の内容を容認できる状況にはなく，今後とも，県民の皆様の安全や安心を脅かすような懸念が払拭されますよう，市長会，町村会とも連携を図りながら，国に対し働きかけて参りたいと考えております。

〔辻県議〕　現在、廿日市市をはじめ県西部の３市が「岩国基地NLP移転計画反対期成同盟」を結成、住民団体としては「岩国基地の拡張・強化に反対する広島県西部住民の会」が結成されています。

　知事にお尋ねしますが、「岩国基地機能強化反対」の一致点で共同してはいかがでしょうか。神奈川県では、米軍厚木基地のNLP中止などで、「基地関係県市連絡協議会」を結成し、関係９市と県が一体になって反対運動をすすめています。知事、あなたの指導性を発揮して、この際、「基地関係県市連絡会」のような組織を立ち上げてはいかがでしょうか。お答えください。

〔総務企画部長〕　本県は，昨年12月及び本年１月に，中間報告における不明な点や懸念される事項について，市長会及び町村会との連名による質問書を提出するなど，関係市町と連携を取りながら，国に対し働きかけを行っているところでございます。引き続き，県内関係市町と情報交換を密にして対応して参ります。

〔辻県議〕　次に、社会的格差と生活困難の広がりについて伺います。

　小泉内閣の「構造改革」のもとで社会的格差と生活困難が広がっています。「就業構造基本調査」によると、県内のパート、アルバイトの非正規雇用は、平成４年から平成14年の10年間に、１５～１９歳では２倍の68.8％、20～24歳では2.6倍の33.7％へと拡大し、若年層で際立っています。

県内の若年無業者、いわゆるニートは1万人と推計されています。広島県の最低賃金は、時給649円に抑えられています。生活保護世帯数は平成７年度から平成17年度の11年間に、約1万2,000から約２万2,600世帯、1.8倍に増加しています。教育扶助・就学援助を受けている児童生徒数は平成11年度約2万4,000人（9.2％）が平成16年度には約3万8,000千人と約1.6倍になっています。

国保税の滞納世帯数は平成13年から平成17年の５年間で8万から9万200と１万世帯以上増え、1年以上の滞納者は国民保険被保険者証が取り上げられ、その世帯数は5,800から1万5,000世帯へと2.6倍に膨れあがっています。この間、大企業のリストラや賃金の低下、社会保障の後退などがありますが、統計の上からも県民の生活実態は極めて厳しくなっています。　

このような社会的格差と生活困難の県内の広がりをどのように認識しているのか、お尋ねします。

〔福祉保健部長〕　労働分野の規制緩和などによる就業形態の多様化が進む中で，パートタイム労働者や契約社員などの非正規雇用は増加傾向にございます。また，生活保護世帯数については，失業率の上昇や，高齢化の進展などにより，急激な増加を続けてきたところでございますが，近年は僅かながら伸び率が減少傾向にあります。

　一方，本年度実施しました県民世論調査において，暮し全般についてお尋ねしたところ，今後の暮し向きについて悪くなると不安をもっている方が増加しておりますが，現在の暮し向きについては満足度が若干上昇しております。

　県といたしましては，正規雇用を目指す若者に対する支援やニート，生活困難者の自立を促す対策などにより，県民の暮し向きの不安解消に努めていく必要があると考えております。

〔辻県議〕　生活困難と関わって,市町への県独自の助成についてお尋ねします。

生活困難の広がりは、国民健康保険事業にも大きく反映しています。国民健康保険の保険税（料）が払えない滞納世帯数は全国で４７０万、一年以上滞納して保険証を取り上げられた世帯数は約３２万にのぼり過去最悪になっています。

広島県では昨年6月1日現在で、滞納世帯数が９万119、保険証を取り上げられ、資格証明書を発行された世帯は1万4,997世帯、いずれも過去最高です。滞納世帯に占める資格証明書の発行比率は16.6％。全国で４位、中国・四国地方でも一番であります。これらの人は，一旦医療費の全額を窓口で払わなくてはなりません。しかし、そのお金がなくて、病院に行くことをためらい、ぎりぎりまで我慢して、救急車で運ばれた時にはすでに手遅れという事態まで起きています。

国民健康保険加入者の構造は自営業者や退職者、無業者などが圧倒的であり、景気や社会動向に極めて影響が受けやすい構造的弱点があります。

全国では２８都道府県が県市町村の国保会計へなんらかの独自助成を行い、負担軽減にと支援をしています。「県民の命と暮らしを守る立場から」、県独自の助成を市町に行い国保加入者の負担軽減を図るべきだと考えますが、お答えください。

また、資格証明書の発行は義務化されたとは言え、機械的に発行するのではなく、倒産や失業などで収入が途絶えた世帯、病気で高額な治療を受けた世帯、高齢者や乳幼児がいる世帯などには、慎重な運用をはかるよう市町を指導・助言することを求めるものでありますが、お答えください。

〔福祉保健部長〕　市町の国保運営が厳しい環境にあることは，認識しておりますが，その安定化は医療保険制度の抜本改革の中で解決されるべき課題であり，県としては，その議論の動向を注視しながら市町の負担軽減策や低所得者への配慮を含めた制度的対応について，国に対して積極的に提案を行って参ります。
　また，被保険者資格証明書の交付に当たっては，滞納者の個々の事情を把握しながら十分な納付相談や指導を行うこと，更には，弁明の機会の付与等，慎重かつ適正な対応がなされるよう市町に助言を行っており，今後とも適正な運用が行われるよう努めて参ります。
〔辻県議〕　県立社会福祉施設の充実についておたずねします。

　障害者自立支援法で障害者に応益負担が押し付けられ、そのもとで障害者福祉施策の後退が行われようとしています。

　「県立社会福祉施設のあり方検討会」が、昨年１１月に、今後の県立社会福祉施設のあり方を明らかにしました。それによると、知的障害者授産施設、大野寮（廿日市市）は「民間法人が施設を整備し、入所者・通所者をそこに受け入れて、廃止する」とし、肢体不自由児通園施設・重症心身障害児施設の福山若草園は「…民間が運営する環境が整い次第、民間移管を図る」としています。

　福山若草園父母の会会長は「…公共施設の存在は単にサービスの内容ではなく、その地域の文化・医療のモデル的、牽引的役割を期待され、…県政のシンボル的役割を担っています。特に福祉施設は…本質的に効率性とは相反する性質を持ったもの、福祉事業は費用対効果が望めない事業とおもっています。…民間に移管された場合、…負担は色々な名目で増えてくることが懸念されます。自立支援法の実施を控え、障害が大きい者ほど負担の増額が見込まれ、今度親亡き後の子どもの生活を考えるとき、保護者は大きな動揺を感じずにはいられません。是非「県の障害者福祉事業」として取り組んでいただく事を切望します」と訴えています。

知事、あなたは「住んでみたい、住み続けたい、元気な広島県の実現に、全力で取り組む」と表明しています。そうであるならなおさら、この声に応えるべきではないでしょうか。県立福祉施設は、県が運営し充実こそ図るべきではないでしょうか。ご所見を伺います。

〔知事〕　県立社会福祉施設につきましては，行政と民間の適切な役割分担を図る観点から，民間において，さらにサービスの質の向上や効率化を図ることができる施設は民間へ移管することとしたところでございます。

　大野寮については，現在，移管先を公募中でありますが，利用者代表も含めた選定委員会により，利用者に対する安定した処遇の確保や不安の解消等に配慮しながら移管先の選定を進めて参ります。また，移管後は，県も参画する運営委員会を設置し，適切な運営の確保を図るため，協議・調整を行って参ります。

　なお，条件が整い次第，民間移管とした福山若草園についても，移管の際は，同様の対応を行うこととしております。このように，民間に移管する施設については，引き続き利用者が安心して質の高いサービスを受けることができるよう万全を尽くして参りたいと考えております。
〔辻県議〕　乳幼児医療公費助成について伺います。

　乳幼児医療公費負担助成制度は、乳幼児の健康管理と子育て家庭に対する経済的負担の軽減をはかり、安心して子育てできる環境づくりに大きな役割をはたしています。

　対象年齢が一昨年から就学前までとなり喜ばれています。その一方で「医療費が耳鼻科、歯科、小児科それぞれ５００円かかるので重なったときは結構な負担になります」「一部負担がないときは、心配があるとすぐに病院にいっていました。少し様子をみていたら、中耳炎になりました」「以前は、何かあるとすぐ医師にかかっていたが、やはり負担があると抑えるようになった」など、気軽に病院にいけない傾向も現れています。

　全国では入・通院とも就学前まで対象者とし、自己負担なしで運用している県は、秋田県、栃木県、東京都、山口県の４都県。県内では庄原市、廿日市市、府中町、熊野町、北広島町２市３町です。

「暮らしの安心を守り」「子育てを社会で支える環境づくり」をさらに拡充させ、子育て支援を促進させるためにも、就学前まで無料にしてはいかがでしょうか、お答えください。

〔福祉保健部長〕　乳幼児医療費助成制度の見直しは，緊急課題である少子化対策の一環として，その対象年齢を引き上げるとともに，無理のない範囲での一部負担をお願いしたものであります。この一部負担の導入は，医療費や対象者数の増加に対応するため，受益と負担の関係を見直し，利用者も含めた社会全体で支えていこうとするものであり，　やむを得ないものと考えております。今後とも，乳幼児医療費助成制度を安定的で持続可能な制度として，円滑な運営に努めて参りたいと考えております。
〔辻県議〕　次に「黒い雨」降雨地域全域を被爆地域に拡大することについて、お伺いします。

県は、広島市が２００２年に実施した被爆実態調査で「『黒い雨』に関わる体験が健康状態に影響を与えている」との結果報告を受け、２００４年以降広島市と共に国に、「原子爆弾被爆地域の拡大に関する要望書」を提出して、「黒い雨」降雨地域全域を被爆者援護の対象となる被爆地域に拡大するよう求めてきました。２００４年８月６日には坂口厚生労働大臣に、また翌年には尾辻厚生労働大臣に要望し、いずれも検討委員会をつくって進めるなどの返答を得ています。

　しかし、昨年秋に広島県「黒い雨」原爆被害者の会連絡協議会の方々が独自の調査資料も示して厚生労働省に要望したところ、「検討中」と答えただけで、具体的な進展はありませんでした。高齢な被爆者に時間的な余裕はありません。長崎では２００２年に被爆地域が半径１２キロに広がっています。

　県として被爆地域拡大のための国の検討委員会設置に向けてどのように取り組まれようとしているのか。また、「黒い雨」は県が従来から要望している卵型に降ったわけではなく、もっと広範囲に降ったことが従来から議論されています。少なくとも小雨地域は全域を被爆地域とするよう国に強く働きかけるべきだと思いますが、ご所見をお聞かせください。

〔福祉保健部長〕　被爆地域の拡大につきましては，平成１６年１月の広島市の被爆実態調査結果を踏まえ，国に対して，改めて，一昨年と昨年の８月６日に，「黒い雨」降雨地域のうち，いまだ健康診断特例区域に指定されていない小雨地域についても，対象地域に指定されるよう，広島市とともに要望を行ったところでございます。さらに，地元関係者の切実な状況や要望等についても，機会あるごとに伝えているところであります。これに対し，国は現在，専門家の意見も聞きながら検討を行っていると伺っております。

　今後とも，広島市と連携を図りながら，早急に，被爆地域の拡大が認められるよう，強く国に働きかけて参りたいと考えております。

〔辻県議〕　大型公共事業にかかわって、お尋ねします。

　新年度、広島高速道路への出資金・貸付金６３億円余が計上されています。この事業は、広島の中枢拠点性を高める名目で整備がすすめられていますが、１号線から５号線まで約３７８０億円もの巨費がかかります。そのうち広島駅北口から府中町までの５号線は、事業費が約１千億円、広島空港へのアクセスを確保するということですが、すぐ近くには高速２号線が走ることとなっており、そこを利用すれば空港へのアクセスは十分確保できます。必要性、採算性からみてムダな事業といわざるを得ません。５号線のトンネル部分の真上には住宅団地があり、振動や陥没の危険など住民からも不安の声が上がっています。５号線の計画はやめるべきと考えますが、ご所見をお伺いします。

　また、同様に広島空港へのアクセス道として建設されている広島中央フライトロードは、延長約３０ｋｍの三原市本郷から大和間の約１０ｋｍを、すでに４５０億円かけて事業をすすめています。この道路は国道４３２号線とほぼ平行して走っており、その整備の必要性はない，ムダな事業のひとつと考えます。残りの大和から甲山までの１４ｋｍの整備は止めることを提案するものですが、お答えください。

〔土木建設部長〕　広島高速道路は，都市交通の高速性，定時性の強化を図るため，必要不可欠な重要プロジェクトであり，５路線全体で採算を確保する有料道路制度を活用して早期整備を進めることとしております。
　このうち，広島高速５号線は，広島市都心部と，広島空港などを直結するための，極めて重要な路線であると認識しております。また，５号線のトンネル部につきましては現在，広島高速道路公社により，周辺への影響に配慮した施工方法などの検討を進めており，引き続き，住民の皆様の理解が得られるよう，努めていくこととしております。今後とも，国や広島市と十分連携を図りながら，５号線を含めた平成２５年度の全線ネットワーク完成に向け，全力を尽くして参る所存でございます。
　広島中央フライトロードは，山陽自動車道，広島空港及び中国横断自動車道尾道松江線を結び，高速道路ネットワークを補完し，広域・国際交流圏の形成を図る，極めて重要な地域高規格道路であります。現在，広島空港から三原市大和町間の約１０キロメートルにつきましては，平成２０年代前半の供用を目指し鋭意工事を進めております。残る三原市大和町から世羅町までの約１４キロメートルにつきましては，現在整備中の区間や尾道松江線などの進捗状況を見ながら，整備時期や整備手法の検討を進めて参ります。

〔辻県議〕　福山道路・福山西環状線整備の事業の進め方についてお尋ねします。

　これらの道路整備については、これまでも指摘してきましたが、浮遊粒子状物質や窒素酸化物など環境改善対策、騒音問題、交通渋滞の解消、財政問題などで、事業説明などがされていますが、関係住民の間で十分な理解と納得が得られていません。しかし、２月２８日、福山道路の瀬戸学区の地元説明会の終了が一方的に告げられました。

　福山西環状線では、全線に渡ってまだ住民の合意はつくられていません。津之郷学区や瀬戸学区では勉強会や事業説明が継続中の地域もあります。測量にも入れないところがあります。それでも、宣山学区では一部ですでに用地買収が行われています。全線に渡っての合意なしで、次の段階に入るべきではありません。小刻みに、なし崩し的に事業をすすめるあり方は止めるべきですが、お答えください。

〔土木建設部長〕　福山道路及び福山西環状線は，福山市内の交通渋滞の緩和や広域連携の強化などを図るための重要な幹線道路であります。このうち，福山西環状線につきましては，計画延長が８．９キロメートルと長いことから，町内会を基本とした１１地区に分けて，地元説明会や測量，設計協議などを進め，用地測量が完了した１地区において用地買収に着手いたしました。本路線は，全線にわたっての早期整備が望まれており，了解が得られたところから順次整備を進めることとし，引き続き，地元のご理解を得ながら，国や福山市と連携して，事業の推進に努めて参ります。

〔辻県議〕　県道熊野瀬戸線に関わってお尋ねします。

　昨年、この事業説明で地権者から最終的な意見集約ができませんでした。そのため、戸別訪問で対応することになりました。問題は留守の地権者に対しては「不在置手紙」なる文書を置き、期日までに関係機関に連絡がなければ「…詳細設計について、理解したものと判断する」としています。地権者が何の連絡もしなければ、県の独断で決めてよいのでしょうか。人権無視もはなはだしい行為だとの批判が寄せられています。ご所見をうかがいます。

〔土木建設部長〕　県道熊野瀬戸線におきましては，昨年１１月に，福山市熊野町において，詳細設計による地元協議を開催したところでありますが，さらに，地元代表者との調整の結果，地権者など約６０世帯を戸別に訪問し，再度，説明をすることといたしました。不在者宅に配布した文書は，できるだけ多くの方の質問・意見を伺いたいとの考えから，この戸別訪問の際，連絡の手段として，約３０世帯に配布いたしたものでございます。配布後，連絡のない世帯につきましては，電話や再訪問により連絡することとし，現在までに，不在世帯のうち概ね７割の世帯の質問・意見を伺ったところでございます。本路線の整備にあたりましては，今後とも，地権者など，関係者のご理解とご協力を得るよう努力して参ります。

〔辻県議〕　鞆港の埋立架橋について伺います。

　この事業について、知事は「…必要な事業」との認識を示し、「…埋立免許の取得に向け」福山市と連携して作業を進めると表明し、18年度当初予算に埋立免許申請に要する経費などとして、3,789万円余計上しました。これは１８年度中に「埋立申請をするという事を意味する」ことなのでしょうか、まずお尋ねします。水面権利者の排水同意は現在、２０件中３件未同意ですが、今後の同意の見込みについて、合わせてお答えください。

　「鞆を愛する会」、「鞆の自然と環境を守る会」、「NPO法人鞆まちづくり工房」など8団体は、鞆港の埋立架橋計画は、福山・沼隈を結ぶ通過道路建設であり、交通問題や騒音・排ガス問題などで鞆町の生活環境が悪化すると懸念を表明しています。鞆港の歴史的景観を損なうことは論を待ちません。

これらの団体が出してきた対案は、「山側トンネル案」と「主要生活道路部分拡幅案」です。通過交通と交通渋滞をこれで解消し、町内コミュニティバスの運行や海岸通りの駐車場建設などで「利便性と環境が調和する鞆町」をつくろうというものです。また、「鞆のまちづくりに向けた検討の場づくり」を求める署名は鞆町のかたが約1300人、福山市内からは4,600人余の署名が寄せられています。

国際記念物遺跡会議（イコモス）も昨年10月に、道路橋建設計画の放棄を求める決議文を採択しています。中世以来の港と都市が現存する国内でも唯一のまちが鞆町であり、鞆の文化遺産などは県民の誇れる宝です。

すでに議論は様々されてきていますが、新たな情勢を受け、鞆のまちづくりを総合的な視点で検討する場を県として設けることを強く求めるものですが、お答え下さい。

〔知事〕　鞆地区道路港湾整備事業につきましては，今般，改めて福山市長より事業推進に向けて強い要請がございました。

　県といたしましては，福山市の強い要請を受け止め，来年度予算に，埋立免許申請書作成のために必要な経費を計上しております。

平成１８年度は，福山市と連携して埋立免許取得のための作業を進めて参りたいと考えております。埋立免許の出願時期につきましては，現時点では言及できませんが，準備が整い次第，出願することとなると考えております。また，福山市においては，地元の一層の理解が得られるよう，努力していくこととされており，水面権利者の同意につきましても，これと合わせ，対応することになると考えております。

〔土木建設部長〕　鞆地区道路港湾整備事業の計画の策定に当たりましては，福山市において「鞆地区まちづくりマスタープラン」を策定するなど，地元の意見を聞きながら，総合的なまちづくりの視点から長年の検討を重ねてきたところでございます。

　さらに，福山市においては，地元の合意形成を図るため，事業者の考え方や計画に対して寄せられた意見，イコモスの決議など鞆のまちづくりに対する意見をホームページなどにより公表し，改めて意見の集約を行ったところでございます。その結果，現在の計画での事業推進について，地元の強い意向を確認したとして，福山市長より強い要請があったものと認識しております。

　今後とも，福山市と十分連携を図って対応して参りたいと考えておりますが，鞆のまちづくりにつきましての新たな検討の場の設置は考えてございません。

〔辻県議〕　住宅リフォーム助成制度の創設について伺います。

住宅・店舗リフォーム助成制度は全県総連の調査では、全国で21県の118市町で実施されています。これは住宅や店舗をリフォームした場合、工事費の1割、10万円を限度に助成する仕組みになっています。

　三次市の実績を紹介すると、昨年と一昨年の2年間の工事件数は96件、助成額は900万円ですが、工事総額は2億5,264万円と経済波及効果は実に28倍になっています。この制度は住宅の耐震対策にも活用でき安心・安全な住環境をつくることにも寄与するものです。さらに、中小零細業者への仕事づくりにも大きく貢献するものとなっています。暮らしの安全・安心の確保からも、また、防災対策の一助としても役立つことと考えるものです。

モデル事業として、制度の創設をねがうものですが、ご所見を伺います。

〔都市局長〕　住宅リフォームにつきましては，既存住宅を活用し，良好な居住環境の形成を図る観点から，県民が安心して増改築を行えるよう，情報提供等に努めているところでございます。住宅リフォームへの直接的な助成につきましては，地域経済の活性化に一定の効果があると考えられますが，地域によって状況も異なることから，地元に密着した基礎自治体である市町において検討することが適切であると考えております。

　このため，県といたしましては，市町に対し，耐震対策など地域の住宅政策を支援するため設けられている国の交付金制度の活用を検討するよう助言を行って参ります。　
〔辻県議〕　県が大株主である第三セクターの広島エアポートビレッジ開発株式会社（通称HAV）について、幾つかお尋ねします。

２月１日、このHAVの事業などについて、包括外部監査結果報告書が提出されました。それによると、「…18年度以降の広島エアポートビレッジ開発株式会社の経営は累積赤字の増加や改善の見込みの薄い債務の累積等がある程度予想されるため、同年度以降は県の財政援助の必要性も生じる可能性があり、…事業存続の必要性や事業手法の見直し、出資比率等の関与のあり方などについて抜本的に検討することが必要な状況にあると思われる。」とHAVの厳しい経営環境と県の関与のあり方について検討を求めています。　また、平成１7年3月31日現在で、フォレストヒルズゴルフ＆リゾートの預託金が３３億円あります。この償還請求権の発生金額は平成18年度、1億6800万円、平成19年度は25億9200万円であります。外部監査も「経営上大きな資金流出が発生する懸念もあることにより，県の財政負担が生じる可能性を考えると重大な問題と思われる。」と述べられています。

　HAVに対して、これまで３０億円の無利子融資を行い，フォレストヒルズガーデンを約３０億円かけて整備していますが，県の今後の対応についてどのように考えているのか、新たな財政支援があるのかも含めてお答えください。

〔地域振興部長〕　広島エアポートビレッジ開発株式会社は，平成11年度に，経営改善計画を策定し，財務体質の強化と収益の向上による経営の改善に取り組んだ結果，平成12年度以降，当面の目標でございました減価償却前損益収支の黒字を達成いたしております。

　この会社では，この度フォレストヒルズガーデンへの指定管理者の選定を受け，また，預託金償還への対応など包括外部監査の意見も踏まえて，新たな経営健全化計画を策定することといたしております。また、この会社は，中国・四国の地域拠点空港でございます広島空港の周辺地域活性化に重要な役割を担っております。

　県としましては，融資などの新たな財政支援がなくても，自立した経営が図れるよう，健全化計画の着実な実施に向けて，必要な指導・助言を行って参ります。

〔辻県議〕　教育行政について、事業内容に関わってお聞きします。

　県教委が進める県立高校の「学力向上対策」は、県立高校のうち５校を「進学指導拠点校」に、１５校を「進学指導重点校」に設定し、予算を重点配分するとともに、新年度も新たな施策が展開されます。「学力向上」そのものを否定するものではありませんが、他の県立高校を「その他の県立高校」とし、「拠点校」、「重点校」、に傾斜した学力向上対策に疑問を感じます。「学力向上」と言いながら、その実質は国公立大学、難関私立大学偏重の「受験学力」向上であり、県立高校の中に格差や競争をあえて持ち込むものではないでしょうか。

　「拠点校」、「重点校」における学力向上をどのように見ているのか，お示しください。「その他の県立高校」の位置づけと，すべての子どもたちの学力向上対策をどのように考えているのか、お答えください。

〔教育長〕　県教育委員会といたしましては，すべての高校生が「確かな学力」を身に付けることを目指して，総合的な学力向上対策を進めております。
　進学指導拠点校・重点校は，これまで，学力向上に有効な方策を明らかにするための，実践的で先導的な取組みを進めて参りました。そして，効果の高い取組みが，研究発表大会などを通じて他の県立高校へも普及し，各学校では，拠点校・重点校をモデルとした学力向上の取組みが着実に進んでおります。今後とも，拠点校・重点校での成果を広く活かすとともに，各学校の特色や生徒の実態に応じ，創意工夫を生かした学力向上対策が進められるよう支援して参りたいと考えております。

　

〔辻県議〕　県教委がすすめるこの「学力向上対策」は、管理と統制によって、子どもたちを追い立てることで「学力向上」を成し遂げるものと思います。しかし、国連「児童の権利に関する委員会」は、これまで２度にわたって日本政府への厳しい批判的勧告の中で、「日本の子どもたちは高度に競争的な教育制度によるストレスにさらされ、かつ、その結果として余暇、身体的活動及び休息を欠いているため、子どもが発達障害に陥っていることを懸念する」と述べています。県教委が進める県立高校の「学力向上対策」は、こうした「高度に競争的な教育制度」に該当するのではありませんか。高校生の中途退学や長期に学校を休む生徒の増加などを見る時、このような疑念をぬぐうことが出来ません。お答えください。

〔教育長〕各学校では，学力向上対策を進めるに当たり，生徒に将来の目標を明確にさせ，その達成に向けて意欲的に学習するよう指導しております。

　共通学力テストで実施したアンケート調査の結果によれば，およそ７割の生徒が将来の夢や目標を持っていると答えております。また，「努力すれば将来の夢や目標はかなうと思う」と回答した生徒も，年々増加しております。これらのことから，各学校が進める学力向上の取組みのもと，多くの生徒が意欲的に高校生活を送っているものと受け止めております。

　県教育委員会といたしましては，今後も，生徒が自らの進路希望の実現をめざして，主体的・計画的に学び続ける意欲や態度を育む取組みを一層進めて参りたいと考えております。

〔辻県議〕　福山市の中心部、松浜地区の風俗環境浄化対策について伺います。

　福山市中心部にある松浜地区は性風俗店や飲食店が１,１５０店あまり集中し、一般住宅も約２２０世帯あります。学童の通学路もあります。歓楽街に一般住宅が混在しているという、全国でもあまり例を見ない地区であり、住民が安心して暮らせる生活環境が著しく損なわれています。

　県警察は一昨年７月に、福山東警察署に松浜地区歓楽街対策プロジェクトを組織し、違法風俗店などへの取締りや地元住民や関係行政機関と連携しながら環境浄化対策を進めています。街灯の増設や違法駐車などに、やや成果は見られるものの、歓楽街の裏路地や溝、壁に向かっての排泄物、ごみの投棄などは減らず、住民からは「何度注意しても、違法駐車が減らない。警察が来ても、場所を移動して、また停めている」「暗くなると客引きが住民に声をかける」「ホストクラブなどは朝７時、８時まで営業し、大騒ぎするので眠れない」「風俗店が外から見えないようにして、巧妙に営業している」などの声がよせられています。県警察の一層の歓楽街浄化対策を推進する必要があると考えます。

　まず、これまで実施してきた重点的な施策とその成果をお尋ねします。さらに、違法営業、違法・脱法行為への取締り強化はもちろんですが、関係行政機関や関係住民、事業者らとの連携と協働は重要であると考えます。この点での今後の対策をお示しください。

〔警察本部長〕　２点についてお答えいたします。まず，福山市松浜地区の風俗環境浄化対策についてであります。福山市松浜地区における歓楽街対策につきましては，暴力団，来日不良外国人，悪質風俗業者に対する取締りと環境浄化・まちづくり対策の推進を重点に取り組んで参りました。平成１７年中，歓楽街に係る犯罪取締りに関しましては，暴力団関係，不法滞在外国人等を含む６１人を検挙するとともに，風営適正化法違反に基づく営業の取消・停止等８８件の行政処分を行いました。
　また，環境浄化・まちづくり対策の推進につきましては，福山東警察署が，平成１６年８月に結成された「福山市歓楽街対策会議」等に加わり，福山市及び地元町内会等と連携・協働した各種活動に取り組んでいるところであります。
　こうした取組の結果，違法風俗店や不当な客引きが減少するとともに，街灯の増設や地域住民によるパトロールの定着などにより，地域における迷惑行為が減少し，環境浄化と犯罪の起こりにくいまちづくりに成果が現れてきております。警察といたしましては，今後とも，取締りを強化するとともに，住民の身近な要望等を踏まえた街頭活動を展開することとしております。
　また，環境浄化・まちづくり対策の推進につきましては，福山市や地元町内会等との連携・協働を一層強化して，防犯ボランティア団体への支援や，そのリーダー育成等に積極的に取り組んで参ります。

〔辻県議〕　今議会には「迷惑防止条例改正案」と「風俗案内に関する条例案」が提案されています。これらの条例の施行による期待される効果はどのように考えているのか、お答えください。

〔警察本部長〕　次に，迷惑防止条例等の施行により期待される効果についてであります。いわゆる迷惑防止条例の一部改正案では，現行の条例では規制の対象となっていない―○キャバクラ等への客引き行為，ファッションヘルス等でホステスとして働くよう勧誘する行為○客引きや勧誘に至らない，不特定多数の者に声をかけるなどの誘引行為―等を禁止することとしております。
　また，いわゆる風俗案内に関する条例案では，風俗案内を事業として行う者に届出を義務づけるほか，○風俗案内所外周等において，いわゆる風俗店の従業者の写真等を表示す

ることの禁止、○風俗案内を行う時間や騒音の制限、○１８歳未満の者を，利用者に接する業務に従事させたり，利用者として立ち入らせることの禁止―等の規制を行うものであります。
　これらの条例により，不当な客引き行為や違法な風俗案内等が抑制され，また，警察の取締りの徹底と相俟って，青少年の健全育成と健全な歓楽街の実現に大きく寄与するものと考えております。

再質問
〔辻県議〕　子育て支援対策についてお伺いしたい。人づくりを掲げる新総合計画のよい面は大いに実現を図るべきだと思う。乳幼児医療公費負担助成制度は１５億円あれば実現可能です。実行する決断をすべきだと思うがどうか。

〔福祉保健部長〕　子育て支援対策の充実は，県政の重要かつ緊急な課題であると認識しております。また一方で，財政状況が厳しい中，受給対象者の拡大に対応するためには，受給と負担の関係を見直し，利用者を含めた社会全体で支える制度が必要であり，無理のない範囲での一部負担はやむを得ないものと考えております。
　今後とも，乳幼児医療費助成制度を安定的で持続可能な制度として円滑な運営に努めて参りたいと考えております。

〔辻県議〕　知事個人後援会の政治資金問題については、答弁を聞けば聞くほど県民の中に失望感が広がっている。なぜ、知事自ら調査に当たらないのか。

〔知事〕　自らの疑惑等について自ら調査すべきではないかというお尋ねでございますが，今後の対応につきましては，私自身引き続き事務局長との面談を重ね，事実関係の聴取に粘り強く取り組んで参りたいと考えております。できるだけ早期の事実解明に向けて全力を尽くして参る所存でございます。
再々質問
〔辻県議〕　知事の答弁を聞けば同じことの繰り返しだ。例えば、パーティー券の売り先を後援会の役員から聞くとか、押収された証拠書類の返還を求めるなど、やろうとすればいくらでもやれる。このままでは、木原事務局長が答えなければ真相は闇の中になるのではないのか。
〔知事〕　できるだけ早期の事実解明に向けて，議会の皆様から御指摘いただきましたことも踏まえ，私自ら様々なことについて，専門家と相談しつつ誠意を持って対処して参りたいと考えております。
以　上
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